
⑴ 補助の対象とならないなどのもの
3件 不当と認める国庫補助金 110,214,000円

⑵ 補助金が過大に交付されていたもの
1件 不当と認める国庫補助金 18,886,336円

⑶ 工事の設計が適切でなかったもの
1件 不当と認める国庫補助金 13,927,706円

⑷ 工事の施工が適切でなかったもの
1件 不当と認める国庫補助金 10,128,096円

また、不当の態様別・事業主体別に掲げると次のとおりである。

（ 1） 補助の対象とならないなどのもの 3件 不当と認める国庫補助金 110,214,000円
循環型社会形成推進交付金事業において、交付対象事業費に対象とならない設備等の整備
に要した費用を含めていたこと、また、現場管理費等の算定が適切でなかったことから、
交付金が過大に交付されていたもの （ 3件 不当と認める国庫補助金 110,214,000円）
部 局 等 補助事業者

等
（事業主体）

補助事業
等

年 度 事 業 費
�
�
�

国庫補
助対象
事業費

�
�
�

左に対す
る国庫補
助金等交
付額

不当と認
める事業
費
�
�
�

国庫補
助対象
事業費

�
�
�

不当と認
める国庫
補助金等
相当額

千円 千円 千円 千円
（240）島 根 県 出 雲 市 循環型社

会形成推
進交付金

平成30～
令和 3

18,129,311
（15,227,141）

5,905,038 255,483
（255,483）

85,122

（241） 同 邑智郡総合
事務組合

同 元～ 3 2,018,228
（1,578,083）

526,027 63,784
（63,784）

21,261

（242）広 島 県 広 島 市 同 平成24～
令和 5

15,455,160
（11,346,124）

3,782,037 11,506
（11,506）

3,831

（240）―（242）の計 35,602,699
（28,151,348）

10,213,102 330,773
（330,773）

110,214

2県の 3事業主体は、循環型社会形成の推進に必要な廃棄物処理施設の整備を実施している。この

うち、出雲市はエネルギー回収型廃棄物処理施設の整備を実施しており、 2事業主体（邑智郡総合事務

組合及び広島市）は最終処分場の整備を実施している。

循環型社会形成推進交付金交付取扱要領（平成 17年 4月環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長通

知。以下「取扱要領」という。）によれば、エネルギー回収型廃棄物処理施設及び最終処分場を整備する

事業において交付金の交付対象となるのは、廃棄物の処理に直接必要な各種の設備のほか、施設設置

に必要な最小限度の土地造成等とされている。このうち、エネルギー回収型廃棄物処理施設を整備す

る事業においては、緑地帯、構内道路、管理棟等に係る土地造成は交付の対象とされておらず、ま

た、最終処分場を整備する事業においては、構内道路、洗車設備等は、交付の対象とされていない。

また、交付対象事業費の範囲は、交付対象設備等に係る本工事費、付帯工事費等から構成される工

事費、事務費等とされており、このうちの本工事費は、材料費、労務費及び直接経費から構成される

直接工事費に共通仮設費及び現場管理費から構成される間接工事費を加えた工事原価に、一般管理費

を加えて算定することとされている（図参照）。
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図 交付対象事業費の構成

交付対象事業費

工事費

事務費

消費税等相当額

本工事費

付帯工事費等

工事原価

一般管理費

直接工事費

間接工事費

材料費

労務費

直接経費

共通仮設費

現場管理費

純工事費

現場管理費は、純工事費に取扱要領に
定められた所定の率を乗じて得た額の
範囲内

（注） 本図は、取扱要領等を基に本院が作成した。

このうち現場管理費は、直接工事費及び共通仮設費の合計額である純工事費に取扱要領に定められ

た所定の率を乗じて得た額の範囲内とすることとされている。その際、コンクリート製の側溝等のよ

うに、工場において生産されて完成された製品として設置することにより効用を発揮するものの調達

額（以下「特殊製品費」という。）が直接工事費に含まれている場合には、特殊製品費の 2分の 1に相当す

る額を純工事費から減額することとされている。

しかし、 2県の 3事業主体が実施した本件交付金事業の交付対象事業費の算定に当たり、出雲市は

交付の対象とならない緑地帯、構内道路及び管理棟に係る土地造成に要した費用を交付対象事業費に

含めており、 2事業主体（邑智郡総合事務組合及び広島市）は交付の対象とならない構内道路、洗車設

備等の整備に要した費用を交付対象事業費に含めていた。また、 2事業主体（出雲市及び邑智郡総合事

務組合）は、本工事費のうち現場管理費について、純工事費から特殊製品費の 2分の 1に相当する額を

減額することなく算出していた。さらに、出雲市は、取扱要領に定められた所定の率より高い予定価

格の積算の際に適用した率を用いて現場管理費を算出するなどしていた。

したがって、 3事業主体が実施した交付金事業において、緑地帯、構内道路及び管理棟に係る土地

造成に要した費用や構内道路、洗車設備等の整備に要した費用を交付対象事業費から除くとともに、

取扱要領に基づいて現場管理費を算出するなどして適正な交付対象事業費を算定すると計

27,820,575,000円となる。このため、本件交付対象事業費計 28,151,348,000円は、これに比べて

330,773,000円過大となっており、これに係る交付金相当額計 110,214,000円が過大に交付されていて

不当と認められる。

このような事態が生じていたのは、 3事業主体において交付対象事業費の算定についての理解が十

分でなかったこと、 2県において本件交付金事業の実績報告書の審査及び事業主体に対する指導が十

分でなかったことなどによると認められる。

前記の事態について、事例を示すと次のとおりである。

〈事例〉

出雲市は、循環型社会形成推進交付金事業として、出雲市古志町地内において、エネルギー回収型廃棄物処

理施設を整備する工事を事業費 18,129,311,255円（交付対象事業費 15,227,141,000円、交付金交付額

5,905,038,000円）で実施していた。

しかし、同市は、本件交付対象事業費の算定に当たり、取扱要領において交付の対象とされていない緑地

帯、構内道路及び管理棟に係る土地造成に要した費用 140,229,344円を交付対象事業費に含めていた。また、

同市は、本工事費のうち現場管理費について、純工事費から特殊製品費（コンクリート製の側溝等の調達額）の
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2分の 1に相当する額計 91,337,248円を減額することなく算出していた。さらに、取扱要領に定められた所定

の率（7.5％等）より高い予定価格の積算の際に適用した「国土交通省土木工事標準積算基準書」（国土交通省大臣官

房技術調査課監修）等により求めた率（23.96％等）を用いて、現場管理費を算出するなどしていた。

したがって、緑地帯、構内道路及び管理棟に係る土地造成に要した費用を交付対象事業費から除くととも

に、取扱要領に基づいて現場管理費を算出するなどして適正な交付対象事業費を算定すると 14,971,658,000円

となる。このため、本件交付対象事業費 15,227,141,000円は、これに比べて 255,483,000円過大となっており、

これに係る交付金相当額 85,122,000円が過大に交付されていた。

（ 2） 補助金が過大に交付されていたもの 1件 不当と認める国庫補助金 18,886,336円
災害等廃棄物処理事業費補助金において、破砕機の使用実態に即した費用により補助対象
事業費を算定していなかったため、補助金が過大に交付されていたもの

（ 1件 不当と認める国庫補助金 18,886,336円）
部 局 等 補助事業者

等
（事業主体）

補助事業
等

年 度 事 業 費
�
�
�

国庫補
助対象
事業費

�
�
�

左に対す
る国庫補
助金等交
付額

不当と認
める事業
費
�
�
�

国庫補
助対象
事業費

�
�
�

不当と認
める国庫
補助金等
相当額

千円 千円 千円 千円
（243）環境本省 静岡県熱海

市
災害等廃
棄物処理

3～ 5 428,563
（428,563）

214,281 37,772
（37,772）

18,886

熱海市は、令和 3年 7月 3日に熱海市伊豆山地区で発生した土石流災害に伴うがれき等の災害廃棄

物について、同市熱海字笹尻地内に設置した災害廃棄物仮置場（以下「仮置場」という。）において分別処

理等を行う業務を実施している。

同市は、当該業務を業者に委託して実施することとし、災害発生後の緊急の対応として、 3年 7月

5日に、契約期間を 3年 7月 6日から同年 12月 31日までとする委託契約（以下「当初契約」という。）を

業者と締結している。そして、同市は、引き続き災害廃棄物の分別処理等を行うため、契約期間を 4

年 1月 1日から同年 3月 31日までとする委託契約（以下「継続契約」という。）及び契約期間を 4年 4月

1日から 5年 3月 31日までとする委託契約（契約変更後の契約期間は 4年 4月 1日から 6年 3月 31日

まで。以下「最終契約」という。）を、それぞれ 3年 12月及び 4年 4月に当該業者と締結して実施してい

る。

これらの契約は単価契約となっており、契約書によれば、人件費や重機車両費のほか、破砕機
（注）
等の

資機材に係る機材費について機材の種類ごとに契約単価が定められている。このうち破砕機に係る 1

台 1日当たりの契約単価（以下「破砕機単価」という。）は、いずれの契約においても 70,000円となって

いる。

（注） 破砕機 本体に内蔵された二軸式回転破砕刃を電動モーターで駆動することにより大型の木片等を焼

却処理に適した大きさまで破砕する機器

業者は、業務委託完了報告書を同市に毎月提出するとともに、これらに係る実績数量に各契約単価

を乗ずるなどして得た委託費の額を同市に請求しており、このうち破砕機に係る費用（以下「破砕機費

用」という。）については、当初契約は 152日分 10,640,000円、継続契約は 90日分 6,300,000円、最終契

約は 715日分 50,050,000円、計 957日分 66,990,000円（いずれも消費税抜き）となっていた。そして、

同市は、委託費計 428,563,123円を業者に支払い、その全額を補助対象事業費とする実績報告書を環境

本省へ提出して、国庫補助金 214,281,561円の交付を受けていた。
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